
第 4章 ガイダンスの改良

4.1 降水ガイダンスの改良 1

4.1.1 はじめに
降水ガイダンス（ 平均降水量、 降水確率、 最大降水

量） は、 天気予報から防災気象情報まで幅広く 使われ
るガイダンスであり 、 予報業務の基礎資料として非常
に重要な役割を担っている。 現在の降水ガイダンスは、
2010年 5月に行われた予報作業支援システムの更新に
合わせて変更されたもの (小泉 2009; 小泉・ 蟻坂 2010)

をベースとしており 、 24時間最大降水量ガイダンスの
予測手法変更 (蟻坂 2013)や、 数値予報モデルの改良
を受けた予測式の最適化 (後藤 2016) を除いては、 大
きな変更は行われずに運用されている。
このよう な状況の下、 降水ガイダンスの抱えるいく

つかの課題が明らかになっている。 例えば、 平均降水量
ガイダンスは予測が大きく 外れた際にカルマンフィ ル
タ（ 以下、 KF） による過剰な学習が行われる場合があ
り 、 その後の降水予測に悪影響を与えることが分かっ
てきた。 また統計検証からは、 平均降水量ガイダンス
の予測頻度が適切な頻度より もやや高いことも分かっ
ている。 降水確率ガイダンスについては、 学習に用い
る観測データの取扱いを変更することで、 低確率の予
測頻度が適切な頻度より やや高いという傾向を改善で
きることが調査により 分かってきた。 今般、 これらの
課題に対応するため、 平均降水量及び降水確率ガイダ
ンスの改良を行い、 2017年 6月 8日 00UTC初期値か
ら数値予報ルーチンに導入した。
本節では、 まず第 4.1.2項で、 平均降水量ガイダン

スと降水確率ガイダンスの作成手法の概要を説明する。
次に第 4.1.3項と第 4.1.4項で、 両ガイダンスが抱えて
いた課題とその解決のために行った変更を説明する。
さらに第 4.1.5項と第 4.1.6項で、 統計的な検証結果と
大雨事例を示すことで新ガイダンスの予測精度と特性
について解説し、 最後に第 4.1.7項で本改良のまとめと
利用上の留意点について示す。 なお、 本節では改良し
た降水ガイダンスを新ガイダンスまたは新（ 要素名）、
改良前のガイダンスを旧ガイダンスまたは旧（ 要素名）
と呼び、 さらにモデルを区別する場合にはGSM–新 (要
素名)や MSM–新 (要素名)のよう に表記する。

4.1.2 降水ガイダンスの作成手法
改良点の説明に入る前に、 まず現在の平均降水量ガ

イダンス（ 以下、 MRR） と降水確率ガイダンス（ 以下、
PoP） の作成手法の概略を説明する。 なお、 作成手法
の詳細は安藤 (2007)や小泉・ 蟻坂 (2010) を参照して
いただきたい。
MRR と PoPの作成では、 まず KFで逐次更新した

予測式を用いて降水量や降水確率を予測する。 予測に
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は、 数値予報モデルが予測した降水量や上空の風、 およ
びモデルの気温や水蒸気量予測から求めた大気安定度
などを説明変数に用いる（ 付録 A.2.1）。 また、 予測式
の逐次更新は、 24時間や 48時間前の初期時刻のMRR

や PoPをこれらに対応する観測値と比較し、 その誤差
が小さく なるよう に行う 。
MRRでは、 さらに頻度バイアス補正（ 以下、 FBC）
を用いて KFで逐次更新した予測式による降水量予測
（ 以下では、 FBCによる補正を行う前のMRRを MRR

（ FBC前） と記述する） を補正する。 これは、 KFをは
じめとした統計的な手法を用いて作成した予測式は相
対的に発生頻度の高い現象に最適化されやすく 、 大雨
ほど予測頻度は実況の発生頻度に比べると低く なるた
め、 このままでは防災気象情報の発表を支援するのに
は適さないからである。 そこで、 MRRでは観測と予測
の頻度分布が同じになるように予測の補正を行う FBC

も併用し 、 発生頻度の少ない大雨の捕捉率を向上させ
ている。 FBCでは、 観測と予測の各々に閾値を設定し
て幾つかのカテゴリ ーに分け、 対応するカテゴリ ー同
士の発生頻度が等しく なるよう に（ バイアススコアが
1 になるよう に） 両者の閾値を対応させ（ 観測側は固
定）、 その対応に沿って予測値を補正する (松下 2012)。
予測側の閾値は KF と同様に逐次更新を行う 。 予測と
対応する観測が異なるカテゴリ ーに入った場合に更新
し 、 予測が観測より 下のカテゴリ ーに入った場合には
閾値を下げて補正量を多く し 、 逆に上のカテゴリ ーに
入った場合には閾値を上げて補正量を少なく する (小
泉・ 蟻坂 2010)。 これら逐次更新には、 観測値として
解析雨量とアメダスから作成した降水量を、 予測値に
はMRR（ FBC前） を用いる。

4.1.3 平均降水量ガイダンスの改良点
本改良では、 平均降水量ガイダンスが抱えていた課題
に対して、 大きく 分けて以下の 4つの改良を実施した。

(1) KFの係数更新方法の変更
旧MRRでは、 ガイダンスが大雨を予測できなかっ
た場合に係数更新によって予測式の係数が大きく 変動
し、 その後、 過剰な降水予測が継続する場合があった。
今回、 KFの係数更新の仕組みを見直すことで大外し
時の係数の大きな変動を抑制し 、 過剰な降水予測を生
じにく く した。
図 4.1.1は、 2013年 10月に伊豆大島に記録的な大雨
をもたらした台風第 26号 (T1326)事例と、 そのおよそ
10日後の台風第 27号 (T1327)事例における、 GSM–

旧MRR（ FBC前） の予測図と対応する実況図である。
T1326事例では、 旧MRRは大島から房総半島にかけ
て十分な降水を予測できず大外しであったが、 このと
きの予測誤差があまり に大きかったために、 この実況
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図 4.1.1 (a)及び (c)は、 T1326事例と T1327事例における GSM–旧MRR（ FBC前）、 (b)及び (d)は対応する実況の前 3
時間平均降水量。

図 4.1.2 (a)は T1327事例における GSM–新MRR（ FBC前） の予測、 (b)及び (c)は伊豆大島の南西側格子（ (a)の黒枠格
子） での旧及び新MRR（ FBC前） の係数時系列図で、 線の色は予測式の各係数を表す（ CNSTは定数項、 その他は説明変
数の略称で、 詳細は付録 A.2.1 を参照）。 また、 図は右から左に向かって初期時刻が新しく なっている。

の降水を再現するような過剰な学習（ 以下、 過学習） が
行われてしまった。 この結果、 数値予報モデルが大島
付近に降水を予測する度に、 旧MRRはモデルの降水
量を過剰に補正し、 T1326事例の降水域を再現するよ
う な予測を続けるよう になってしまった 2。
第 4.1.2 項で述べたよう に、 MRR では KF で予測

係数を更新するが、 この係数の変更具合を決めるパラ
メータとして、 予測の誤差に相当する誤差分散も同時
に更新している。 予測の誤差が大きい場合には誤差分
散を大きいままにしておく ことで係数の変動を小さく
し、 反対に誤差が小さい場合には誤差分散を小さく して
いく ことで係数の変動を大きく する。 このように、 KF

では日々の係数の変更具合を調整している。 旧 MRR

では、 この誤差分散の更新を係数の更新後に行ってお
り 、 予測が大きく 外れた、 つまり 今回は予測誤差が大
きかった、 という係数更新時には既知である情報を誤
差分散に取り 込んでいなかった。 そこで今回、 この誤
差分散の更新を GSM, MSMガイダンスともに係数の
更新前に行う よう変更した。 この変更により 、 予測の
大外れ時に前もって誤差分散を大きく することで過学
習を抑制できるよう になり 、 図 4.1.2(b)及び (c) に示
すよう に、 過剰な予測が生じるよう になった原因であ
る大きな係数の変動が抑制され、 旧MRRの T1327事
例に見られたよう な不自然な降水予測は新MRRでは

2 伊豆大島付近で不自然な降水予測が続いたため、 この予測
の原因となった T1326 事例の学習を除いて作成した係数に
置き換える数値予報ルーチン変更が 2015年 9 月 24 日に行
われた。

見られなく なった（ 図 4.1.2(a)）。 このよう に新ガイダ
ンスでは、 予測係数と誤差分散の更新順序を入れ替え
ることで、 これまでより も不自然な予測が生じにく く
なり 、 日々の係数更新がより 安定したものになった。

(2) GSM–MRRの FBCに冬から春用の層別化を導入
GSM–旧MRRでは、 これまでの統計検証によって
冬から春にかけて予測頻度が過剰になる傾向があるこ
とが分かっていた。 これは、 実況の降水頻度が季節変化
することや、 旧MRR（ FBC前） が夏季の大雨を十分
に予測できないために降水予測を上方修正する FBCの
特性が、 逐次更新では調整しきれずに冬から翌春まで
残ってしまうことが原因と考えられた。 そこで、 GSM–

新MRRでは冬から春用の層別化 (松下 2012) を新た
に導入し 、 季節毎の実況の降水頻度に応じた補正がで
きるよう にすることで、 予測頻度が過剰になる傾向を
軽減した 3。
図 4.1.3は、 GSMの旧及び新MRRの全国を検証対象
としたバイアススコア（ 以下、 BI） の季節変化を表して
いる。 旧MRRでは、 毎年冬から春にかけて 10 mm/3h

以上の閾値で BIが高く 、 予測頻度が過剰となる傾向が
見られたが、 FBCの層別化を追加した新MRRは、 こ
の過剰傾向が大きく 軽減された。
図 4.1.4は、 2015年 3月 3日 18JSTを対象とした寒

3 冬から春用の閾値には、「 1.0, 3.0, 50.0, 80.0 mm/3h」 の
4個を設定し、 11月から翌年の 4月にかけて使用する。 層別
化の切り替え時期には、 2通り の閾値で求めた予測をマージ
して、 ガイダンスが急変しないよう にしている。
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図 4.1.3 (a), (b)は GSMの旧及び新MRRのバイアススコ
アの季節変化。 春（ 3～5 月）、 夏（ 6～8 月）、 秋（ 9～11
月）、 冬（ 12月～翌年 2月） の 3 か月毎に検証しており 、
線の色は 3時間降水量の閾値を表す。

図 4.1.4 2015年 3月 3日 18JSTの GSMの旧及び新MRR
の予測（ 3 月 2 日 06UTC 初期値の FT=27） 。 (a) は旧
MRR、 (b)は新MRR、 (c)はMRRの差分（ 新–旧）、 (d)
は実況平均降水量。

冷前線を伴う低気圧通過時の降水予測の例である。 旧
MRRでは前線の降水域に実況より 多く 20 mm/3h以
上の降水が予測されているが、 新MRRは予測を減ら
し実況により近く なっている。 図は省略したが、 MRR

（ FBC前） では旧及び新ガイダンス間に目立った予測

の差はなく 、 この降水予測の改善は冬から春用の層別
化導入による効果と言える。
なお、 本改良はMSM–新MRRには導入しない。 そ
の理由は、 MSM–旧MRRの BIにはGSM–旧MRRに
見られたよう な大きな季節変化がないためである。 そ
の理由は、 MSMは夏季の大雨を比較的実況に近い頻
度で予測できるため、 GSMほどモデルの降水予測を上
方修正する必要はなく 、 MSM–MRRの FBCが降水頻
度の季節変化の影響を受けにく いためと考えている。

(3) FBCのその他の変更
図 4.1.5に MSM–MRRの全国を検証対象とした BI

を示す。 検証期間は、 2016年の 1年間である。 旧MRR

の BIに注目すると 、 (i)降水量 80 mm/3hを境に大き
く 予測頻度が変化する、 (ii)降水量 80 mm/3h以下の
ほとんどの閾値で予測頻度が過大になる、 といった特
徴が見られ、 降水量閾値毎の予測頻度は適切とは言い
難い（ 図 4.1.5の緑線）。 これらの課題を改善するため
に、 次の 3点を変更した。

FBCに新たな閾値を追加
旧MRRでは、 FBCを行う区間の観測の閾値として

「 0.5, 1.0, 5.0, 10, 20, 30, 50, 80 mm/3h」 の 8 個を
使用していた。 新MRRでは大雨の予測頻度をより 実
況頻度に近く 補正できるよう に、 9個目の閾値として
120 mm/3hを追加した 4。 また、 大雨ほど閾値は更新
頻度が少なく 逐次更新だけでは適切な閾値へ調整しき
れない。 そこで、 この 120 mm/3hの予測の閾値の初
期設定値には、 複数の候補の中から 、 より 適切な頻度
で大雨を予測できる値を採用した。

FBCを行う上限値を修正
FBCでは、 発生頻度が極めて少ない大雨に対しては
適切な補正ができないことから、 あらかじめ FBCを行
う上限値を設けており 、 この上限値より MRR（ FBC

前） が大きい場合には補正しない、 と いう 仕組みに
なっている。 しかし 、 旧 MRR では、 この FBC を行
う 上限値と設定した FBC の観測の閾値の最大値が、
80 mm/3h の同値となっていたため大雨時に適切な
FBCが行われていなかった 5。 新MRRでは、 前述の
FBCの 120 mm/3hの閾値追加に合わせて、 この上限
値を 150 mm/3h に修正することで、 大雨について適
切な FBCが行われるよう に修正した。

4 GSM–MRRには冬から春用の層別化を導入したので、 この
120 mm/3hの閾値追加は GSM–MRRの夏から秋と MSM–
MRRが対象となる。
5 旧 MRR のよう に、 閾値の最大値が 80 mm/3h でこれ
に対応する予測の閾値が 60 mm/3h、 FBC を行う上限値が
80 mm/3hの場合を考える。 このとき、MRR（ FBC前） が 60
～80 mm/3hはすべて 80 mm/3hに補正され、 MRR（ FBC
前） が 80 mm/3h より 大きい場合には、 FBCによる補正が
行われずMRR（ FBC前） がそのまま予測値になる。 このよ
うな補正が行われるため、 80 mm/3h前後の予測頻度が適切
ではなく なってしまう 。
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FBC閾値の変更幅に非対称性を導入
第 4.1.2項で述べた通り 、 MRRでは FBCの閾値も

逐次更新している。 この更新に用いる予測と観測のデー
タを調べたところ、 予測が観測より 上のカテゴリ ーに
入る回数より 下のカテゴリ ーに入る回数の方が多いこ
とが分かった 6。 つまり 、 予測値を大きく する更新回
数の方が小さく する更新回数より多く なることになる。
これが、 (ii)降水量 80 mm/3h以下のほとんどの閾値
で予測頻度が過大になる原因の 1つと考えた。 そこで、
FBCの閾値更新のロジックを見直して、 より 予測頻度
を適切に補正できるように変更した。 具体的には、 予測
値を大きく するよう に閾値を小さく する時のみ、 その
閾値の変更幅を小さく して予測値が大きく なり すぎな
いよう に調整するための新たなチューニングパラメー
タを導入し（ 非対称性の導入）、 GSM, MSMそれぞれ
のモデルの降水予測特性に応じた値を設定した。
以上の 3点の変更を GSM, MSM–MRRについて行っ

た。 特に MSM–MRRでは、 図 4.1.5の赤線に示すよう
に、 (i)降水量 80 mm/3hを境に大きく 予測頻度が変化
する、 (ii)降水量 80 mm/3h以下のほとんどの閾値で
予測頻度が過大になる、 といった課題を大きく 改善す
ることができた 7。

(4) その他
MSM–MRRの予報時間層別化の追加
MSMは 2013年 5月に予報時間が 39時間に延長さ

れ (越智・ 石井 2013)、 MSMガイダンスも同年 8月か
ら 39時間に延長されている。 しかし 、 MSM–MRRで
はこの予報時間延長部分について、 予測係数や FBC閾
値の層別化を追加していなかったため 8、 本改良に合
わせてこれを追加した。

GSM–MRRの説明変数 PCWVの変換方法を変更
MRRで用いる説明変数の 1つである PCWVは、 可

降水量と 850 hPa風速と 850 hPa鉛直速度の 3 つを
乗じた説明変数であるため、 台風や熱帯低気圧などの
中心付近で極端に大きな値を持つ場合がある。 台風接
近時などに、 この PCWVが原因で MRRや MRR を
入力とする最大降水量ガイダンスに過大な降水量が予
測される場合が確認されたため、 PCWVに上限値を設
定する変更が 2015年 9月 24日に行われた 9。 しかし 、
この当時の変更は上限値を設定するだけの簡易な対処

6 予測と観測のデータの頻度分布を調べたところ、 弱い降水
ほど観測より 予測の方が発生頻度が高いケースが多かった。
7 GSM–MRR の検証結果は図 4.1.8 に示している。 GSM–
MRRの場合は、 FBCの冬から春用の層別化導入などの効果
も含まれるため、 これらと分けて評価することは難しいが、
全体として予測頻度は BI=1 を少し割り込むようになったも
のの予測精度は改善し、 80 mm/3h を境に予測頻度が大きく
変化する傾向は緩和されている。
8 予報時間延長部分のガイダンス計算には、 最後の予報時間
の係数や FBC閾値を準用していた。
9 T1326事例の学習を除いて作成した係数に置き換える変更
と同時に変更している。

図 4.1.5 MSM の旧及び新 MRR のバイアススコア。 FBC
の閾値の追加及び上限値の修正は 80 mm/3hを境に大きく
予測頻度が変化する点を緩和する効果が（ 赤矢印）、 FBC
の閾値更新への非対称性の導入は予測頻度全体の適正化に
効果がある（ 緑矢印）。

図 4.1.6 説明変数PCWVの変換方法の違い。 黒線は旧MRR
の上限値を設定する場合、 赤線は新MRRの対数変換の場
合を表す。

であったため、 新MRRでは PCWV を対数変換する
ことで滑らかに一定の値に漸近させるよう に変更した
（ 図 4.1.6）。 また漸近させる値も、 大雨の予測頻度との
関係を調査した上で、 上限値の設定時より は大きな値
に設定した。 なお、 MSM–MRRではGSM–MRRに問
題が現れた事例でも過大な予測にはなっておらず、 ま
た PCWVが大きな値であっても MRRの予測が過大
にならないことを確認しているため、 上限値の設定が
行われていない。 この点は現在も変わっておらず、 本
改良でも MSM–MRRの PCWV については変更を行
わないこととした。
図 4.1.7は、 GSMガイダンスで過大な降水量予測に
なった 2014 年台風第 19 号 (T1419) 事例での、 上段
が 2015 年 9 月に上限値の設定が行われる前の MRR

（ PCWV変換なし ） と旧及び新MRR と実況の 3時間
平均降水量、 下段が上段のMRRを入力にして作成され
る 3時間最大降水量（ 以下、 RMAX33） と実況の 3時
間最大降水量である。 これらの予測図から、 PCWVの
変換方法を上限値設定から対数変換に変更しても引き
続き、 MRRの予測を抑制できていること、 また、 この
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図 4.1.7 PCWVに上限値が設定される以前に降水量予測が過大となった T1419事例でのMRR（ 上段） と RMAX33（ 下段）。
(a)及び (e)は PCWV に上限値を設定する前のガイダンス、 (b)及び (f)は PCWV に上限値を設定した旧ガイダンス、 (c)
及び (g)は PCWV に対数変換を施した新ガイダンス、 (d)及び (h)は実況値。 各図の左下の数値は領域内の最大値を表す。

MRR を入力とした RMAX33についても 400 mm/3h

を超えるよう な予測を回避できていることが分かる。

4.1.4 降水確率ガイダンスの変更点
降水確率ガイダンスについて、 次の 2つの変更を行っ

た。 なお、 これらの変更による予測精度の変化は小さ
いため、 本項では詳細な検証結果の紹介を割愛するが、
確率の信頼度曲線が y = xの理想直線に近づき信頼度
がやや向上することを確認している。

(1) 学習に用いる解析雨量の取扱いを一部変更
PoPの予測式の逐次更新に用いる観測値には、 解析

雨量を積算した降水量を用いている。 解析雨量は、 0.0,

0.2, 0.5, 1.0, 2.0, · · · mm/hといった離散的な値で算出
されており 、 また、 0.2 mm/hより弱い降水は 0.2 mm/h

に切り 上げられている。 このため、 解析雨量を 6時間
積算すると 、 実際には 1 mm/6h に達しないよう なご
く 弱い降水が続いた場合でも 1 mm/6h を超える場合
があり 、 この観測値を逐次更新に使うことで PoPの信
頼度に影響を与えていることが分かった。 そこで GSM

及び MSMの両降水確率ガイダンスについて、 解析雨
量が 0.2 mm/hの場合には 0.0 mm/h として扱って積
算した降水量を逐次更新に用いるよう に変更し 、 解析
雨量の仕様に起因する予測特性の課題を解消した。

(2) MSM–PoPの予報時間層別化の追加
MSM–MRRと同じく MSM–PoPについても、 MSM

の予報時間延長に対応した予測係数の層別化を追加し
ていなかったが、 今回これを追加した。

4.1.5 統計検証
MSM 及び GSM は、 数値予報モデル本体がそれぞ
れ 2017年 2月 28日と 5月 25日に改良された（ 第 2

章、 第 1章）。 そのため、 本項ではこれら最新の数値
予報モデルの予測結果を使った新MRRの検証結果を
示す。 比較対象には旧MRRの手法で同じ最新の数値
予報モデルの予測結果を用いて計算したガイダンスを
用いて、 本改良による統計的な精度変化を示す。 また、
本項の最後に GSM と MSMの新MRRの精度比較も
示す。 なお、 これらの最新の数値予報モデルをそれぞ
れ新 GSMおよび新MSM と表記する。

(1) 新 GSMを用いた統計検証
図 4.1.8に、 新GSMを用いた 2016年 1年間のMRR

及び 24時間最大降水量ガイダンス（ 以下、 RMAX24）
の BI及びエクイタブルスレット スコア (ETS)を示す。
検証には、 00, 06, 12, 18UTC 初期値を用い、 MRR

は FT=6 から FT=27 を 、 RMAX24 は FT=27 から
FT=42の予測値を用いた。
MRRは 20 mm/3h以上、 RMAX24は 200 mm/24h

以上の予測頻度が旧ガイダンスより も低く なるものの、
予測精度は中立から改善の傾向が見られる。 このよう
な特徴は、 1時間及び 3時間最大降水量についても確認
され、 また新GSMが計算されていない 2014年や 2015

年について当時の現業数値予報モデルを用いて計算し
た新ガイダンスでも同様であることを確認している（ 図
略）。 また、 MRR については、 第 4.1.3項 (3)で説明
した FBC の閾値追加や上限値修正によって大雨の予
測頻度が高く なったことで、 80 mm/3hや 100 mm/3h

の大雨の予測精度が改善されていることも分かる。
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図 4.1.8 GSM の旧及び新ガイダンスの予測精度比較。 (a)～(c) はそれぞれ MRR のバイアススコア、 エクイタブルスレッ ト
スコア (ETS)、 ETSの比（ 新ガイダンス ETS/旧ガイダンス ETS）、 (d)～(f)はそれぞれ RMAX24のスコア。

図 4.1.9 MSMの旧及び新ガイダンスの予測精度比較。 図の見方は図 4.1.8 に同じ 。

(2) 新MSMを用いた統計検証
図 4.1.9に、 新MSMを用いた 2016年 1年間のMRR

及び RMAX24の BI及び ETSを示す。 検証には、 03,

09, 15, 21UTC 初期値を用い、 MRR は FT=3 から
FT=24 を 、 RMAX24 は FT=24 から FT=39 の予測
値を用いた。
GSMガイダンスと同じく 、 MRR, RMAX24ともに

予測頻度は減少するものの予測精度は中立から改善と
なった。 また、MSMガイダンスでも 1時間及び 3時間最

大降水量、 当時の現業数値予報モデルを用いた 2014年
や 2015年の検証でも同様の傾向が確認された（ 図略）。
つまり 、 数値予報モデルの変更に関わらず今回の改良が
有効であると考えられる。 MSM–MRRは GSM–MRR

より も予測頻度がより 適切になっており 、 100 mm/3h

以上を除いてほぼ BI=1となった。 これは、 第 4.1.3項
(3)で説明した、 FBCの閾値更新に非対称性を導入し
た効果が大きい。
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図 4.1.10 GSMガイダンスと MSMガイダンスの新ガイダンスの予測精度比較。 (a)～(c)はエクイタブルスレット スコア、 (d)
～(f)はバイアススコアで、 (a), (d)はMRRの夏季（ 2016年 6～8月）、 (b), (e)はMRRの冬季（ 2016年 12月～2017年 2
月）、 (c), (f)は RMAX24の通年（ 2016年 1年間） の検証結果である。 いずれの図も、 緑実線は GSMガイダンス、 緑破線
は GSM モデル降水量、 赤実線が MSMガイダンス、 赤破線は MSM モデル降水量を表す。

(3) GSM と MSMの新MRRの精度比較
GSM及びMSMの新MRRの予測精度を比較するた

めに、 図 4.1.10に、 2016年夏季（ 6～8月） 及び 2016

年冬季（ 12月～翌年 2月） のMRRの比較結果と通年
（ 2016年 1年間） の RMAX24 の比較結果を示す。 検
証に用いた初期値と FTは、 先の (1)及び (2) の検証
と同じである。 なお、 同じ格子サイズで比較するため
に、 MSM–MRRや RMAX24、 MSMモデル降水量は
GSMガイダンスと同じ 20 km格子に変換している 10。
これらの図より 、 夏季は概ねGSM–MRRより MSM–

MRRの方が ETSが高く 、 予測精度が高いことが分か
る。 これはMSMの方が数値予報モデルの解像度が細
かく 地形の表現が精細であったり 、 レーダー反射強度
データを同化 (幾田 2011)したりするなど、 モデルの降
水予測精度が良いことがガイダンス間の予測精度にも
反映されているためだと考えられる。 一方で、 冬季は夏
季に比べてガイダンスの精度差が小さく なっているが、
10 mm/3h以上ではやはり MSM–MRRの方が精度が高
い。 MRRの予測頻度は、 GSM–MRR, MSM–MRRと
もに夏季は 80 mm/3h程度まで、 冬季は 40 mm/3h程
度まで BIが 1前後になっており 、 大きな違いは見られな
い。 RMAX24については、 MSM–RMAX24は GSM–

RMAX24より も ETSが高く 、 また BIも 400 mm/24h

程度までほぼ 1前後になっており 、 予測精度・ 頻度の
両面で GSM–RMAX24より 優れていることが分かる。

10 MRRは 20 km格子中に含まれる 5 km格子の平均値に、
RMAX24は 5 km格子の最大値に変換した。

4.1.6 事例検証
図 4.1.11 に 2014 年台風第 11 号 (T1411) による大
雨事例、 図 4.1.12 に 2016 年台風第 10 号 (T1610) に
よる大雨事例の予測結果を示す。 図 4.1.11 は MSM–

RMAX24、 図 4.1.12は GSM–RMAX24である。 両事
例ともに旧及び新 RMAX24のピーク値の変化は小さ
く 、 本改良が降水ガイダンスの利用に与える影響は小
さい。 しかし細かく 見ていく と 、 T1411事例では四国
の太平洋側沿岸部の降水量を増やし 、 実況に近づける
傾向が見られる。 これは、 FBCの設定変更によって大
雨時の MRRのバイアス補正がより 適切に行われるよ
うになったためと考えられる 11。 T1610事例の東北地
方では、 改良後も依然として実況の 2～3倍近い予測の
ままである。 これは、 本改良では予測の安定性や予測
頻度の特性を改善するために、 KFの学習の仕組みや
FBCの設定などの変更を行ったものの、 予測手法や説
明変数の変更といったガイダンスの予測が大きく 変わ
るよう な変更は行っていないためである。

4.1.7 まとめと利用上の留意点
本改良では、 降水ガイダンスの信頼性の向上や予測
頻度特性の改善を目的に、 主に KFと FBCに関する変
更を行った。 旧MRRでは、 しばしばガイダンスが大
きく 外れた時に過学習が発生し 、 その影響が長く 残っ
てしまっていたが、 過学習が発生しづらい KFの仕組

11 RMAX24の計算には、 MRR を 24時間分積算し FBCで
補正した 24 時間降水量を用いる。 そのため、 MRR の予測
精度の改善が RMAX24 に波及したと考えられる。
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図 4.1.11 T1411事例での旧及び新MSMガイダンスの予測
例（ 2014年 8月 9日 03UTC初期値、 FT=24）。 (a)は旧
RMAX24、 (b) は新 RMAX24、 (c) は RMAX24 の差分
（ 新–旧）、 (d)は実況の 24時間最大降水量。 図中の破線丸
と降水量は、 丸で囲った範囲内の最大の予測値である。

図 4.1.12 T1610事例での旧及び新GSMガイダンスの予測
例（ 2016年 8月 28日 12UTC初期値、 FT=54）。 (a)は
旧 RMAX24、 (b)は新 RMAX24、 (c)は RMAX24の差
分（ 新–旧）、 (d) は実況の 24 時間最大降水量。 図の見方
は図 4.1.11 に同じ 。

みへと変更することで、 大外れ後の降水予測への悪影
響を軽減することができた。 FBCについては、 季節層
別化の導入（ GSM–MRR のみ） 、 FBC の閾値の追加
や補正を行う上限値の見直し 、 さらに閾値の変化量に
ついて非対称性の導入を行った。 これらの変更により 、
旧MRRで見られていた予測頻度の過剰傾向が緩和さ
れ、 個々の事例では大雨の表現が良く なるなどの改善

が見られている。 また、 本改良では直接の変更はない
ものの、 MRR を入力とする最大降水量ガイダンスに
も、 MRRの改善の効果が波及している。
本改良はガイダンスの予測手法や用いる説明変数を
変更するといったよう な大幅な変更ではないため、 統
計的な予測精度の改善は小さく 、 また顕著な大雨事例
に対する予測も本改良の前後では大きな変化は見られ
ない。 そのため、 極端な大雨予測に対しては降水ガイ
ダンスの量的な予測をそのまま使用せず、 大雨のポテ
ンシャルを示す定性的な情報として取り 扱う必要があ
る点 (山本 2012) に変更はなく 、 引き続き利用に際し
ては留意する必要がある。
ここ最近は年に 1回程度のペースで全球モデルが改
良されたり 、 メ ソモデルも力学・ 物理過程が改良され
たり するなど、 ガイダンスの予測特性に影響のある数
値予報モデルの変更が続いている。 そこで、 本節では
最新の全球及びメソモデルを用いた新ガイダンスの予
測精度の比較も紹介した。 この統計的な検証から 、 特
に夏季は MSM–MRRの方が予測精度が高く 、 また通
年の RMAX24 についても MSMガイダンスの方が精
度が高いことが分かった。 これらの点から 、 実況経過
から考えて MSMの予測が大きく 外れている場合を除
いては、 主に MSMガイダンスを利用することを推奨
したい。

参考文献
蟻坂隼史, 2013: 24時間最大降水量ガイダンスの改良.

平成 25年度数値予報研修テキスト , 気象庁予報部,

42–48.

安藤昭芳, 2007: 降水確率、 平均降水量、 最大降水量ガ
イダンス . 平成 19年度数値予報研修テキスト , 気象
庁予報部, 50–59.

幾田泰酵, 2011: メ ソ解析におけるレーダー反射強度
データの同化. 平成 23年度数値予報研修テキスト ,

気象庁予報部, 9–12.

越智健太, 石井憲介, 2013: 領域拡張・ 予報時間 39時
間化されたメソモデルの特性. 平成 25年度数値予報
研修テキスト , 気象庁予報部, 1–17.

小泉友延, 2009: 最大降水量ガイダンス . 平成 21年度
数値予報研修テキスト , 気象庁予報部, 21–26.

小泉友延,蟻坂隼史, 2010: 降水ガイダンスの改良.平成
22年度数値予報研修テキスト , 気象庁予報部, 71–77.

後藤尚親, 2016: ガイダンスの特性の変化. 平成 28年
度数値予報研修テキスト , 気象庁予報部, 36–41.

松下泰広, 2012: ガイダンス作成に用いる予測手法.平成
24年度数値予報研修テキスト , 気象庁予報部, 44–48.

山本佳緒里, 2012: 事例で見る数値予報の特性. 平成 24

年度数値予報研修テキスト , 気象庁予報部, 61–67.

93



4.2 格子形式気温ガイダンスの改良、 及び最大降雪
量・ 天気ガイダンスの特性変化 1

4.2.1 はじめに
GSM, MSM 格子形式気温ガイダンス (古市・ 松澤

2009; 古市 2010)（ 以下、 格子気温 G） は 5 km 格子
で 1時間毎の気温を予測するガイダンスであり 、 その
予測値は最大降雪量ガイダンスでの雪水比計算や天気
（ 降水種別） ガイダンスの雨雪判別等に利用されている
（ 図 4.2.1）。 現在は中間製品として作成されており 、 部
外配信は行っていない。
格子気温Gはモデルの地上気温予測値をアメダス地

点の気温ガイダンス（ 以下、 地点気温 G） で修正する
ことで作成される。 従来の格子気温Gには、 アメダス
の気温観測（ 以下、 アメダス気温） に対して低めに予
測される傾向や、 沿岸地域などモデルの海陸格子が混
在する地域において予測精度が落ちる、 などの課題が
存在し 、 後続の最大降水量・ 天気（ 降水種別） ガイダ
ンスの予測に対して影響を与えていた。 これらの課題
を解決するため、 格子気温Gの作成手法について、 以
下の見直しを行った。

• 作成手順の見直し
• 修正量の推定手法（ 重み付け平均） の見直し
• 地形を考慮した平滑化処理の導入
これらの作成手法の見直しにより 、 格子気温Gおよ

び、 後続の最大降雪量・ 天気（ 降水種別） ガイダンス
について予測精度の改善が確認できたため、 2016年 11

月より 数値予報ルーチンに導入した。 本節では、 まず
格子気温Gについて、 その作成手法の概要と従来の課
題を説明した後、 その解決のために行った変更を説明
する。 その後、 改良後の格子気温 G、 最大降雪量・ 天
気（ 降水種別） ガイダンスについて統計検証、 事例検
証の結果を示し 、 その予測精度、 予測特性、 利用上の
留意点について示す。

4.2.2 作成手法の概要
格子気温Gは、 各アメダス地点における地点気温G

の気温修正量（ 地点気温Gとモデル地上気温の差） か
ら 、 各格子における気温修正量を推定し 、 それを用い
てモデル地上気温を修正することで作成される 2。 各
アメダス地点における地点気温Gの気温修正量は、 大
きく 以下の 2種類に分類することができる。

1○ カルマンフィ ルタの各説明変数（ モデルの気温や
降水量など） から計算される修正量。

2○ モデルと現実の標高差や、 海陸分布の違いなどに
起因する修正量。 アメダス地点や格子毎にある程
度値が決まっており 、 地点気温Gのカルマンフィ
ルタでは主にバイアス項に含まれる。

1 黒木 志洸
2 地点の値により モデル予測値を修正する点では、 数値予報
の客観解析に近い作成手法である。

図 4.2.1 格子形式気温ガイダンスに関わる各種ガイダンス
の依存関係の模式図。 今回の改良で作成手法が変わるガイ
ダンス（ 格子形式気温ガイダンス） を黄背景で、 その結果
を受け予測精度・ 特性が変わるガイダンス（ 最大降雪量・
降水種別・ 天気ガイダンス） を緑背景で色付けしている。

格子気温Gでは、 これら 2種類の修正量を別々に扱う 。
修正量 1○については、 空間内挿可能な修正量として扱
い、 各アメダス地点の値の重み付け平均により 各格子
の気温修正量を求める。 修正量 2○については、 基本的
に空間内挿に適さない修正量であるので、 格子毎に値
を見積もる。 格子毎に算出した修正量 1○、 修正量 2○を
モデル地上気温に加えることで、 格子気温Gは作成さ
れる（ 図 4.2.2）。
具体的な作成手順としては、 従来の格子気温Gは以
下の作成手順で作成されていた。
1. 地点気温 G をモデル標高に標高補正する。
2. 修正量（ 1.の地点気温 G とモデル地上気温の差）
を格子に分配し 、 モデル地上気温を修正する。

3. 修正した各格子のモデル地上気温を、 モデル標高
から 5 km平均標高 3 に標高補正する。

先ほどの 2種類の修正量で考えると 、 1.で各アメダス
地点の修正量 2○の見積もり 、 2.で各アメダス地点の修
正量 1○の見積もり 及び格子への分配、 3.で各格子の修
正量 2○の見積もり を行っていることになる。 従来の格
子気温Gの特徴としては、 モデル標高上で修正量 1○の
見積り を行い最後に 5 km平均標高へ標高補正するこ
とで、 5 km平均標高に整合的な気温分布が作成されて

3 国土数値情報を元に作成された 5 km格子の格子平均標高
データ。 モデル標高はモデルの計算安定性のために平滑化を
行っているので、 同じ解像度のモデル標高と 5 km平均標高
を比較した場合は、 一般に後者の方が現実に近く急峻である。
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図 4.2.2 格子形式気温ガイダンスの作成の流れの概念図。 モデル地上気温に、 修正量 1○（ 格子毎に周囲のアメダス地点の重み
付け平均で推定） と修正量 2○（ 格子毎にモデル標高から 5 km平均標高への標高補正で推定） を加えることで、 格子形式気
温ガイダンスは作成される。 単位はすべて [◦C]。

いることや、 修正量を見積もる際に、 モデルと現実の
海陸分布の違いに起因する修正量については特に考慮
されていないこと等があげられる。

4.2.3 従来の課題
従来の格子気温Gには、 主として以下の課題が存在

し、 これにより後続の最大降雪量ガイダンス、 天気（ 降
水種別） ガイダンスに影響が見られていた。

1○ アメダス気温や毎時大気解析（ 地上気温） に対す
る低温バイアス傾向。

2○ 沿岸地域の内陸側において地形や気象場と整合し
ない不自然な低温領域が見られることがある。

3○ アメダス（ 気温観測） の分布密度が疎な地域にお
いて修正量の重み付け平均に十分な地点数が確保
できておらず、 予測精度が落ちる。

4○ 近傍のアメダスの値に近づけすぎる設定となって
おり 、 全国的に気温の分布が歪になる。

5○ 全国的に地形や気象場と整合しないノ イズのよう
な値が見られる。

課題 1○として、 従来の格子気温Gはアメダス気温や
毎時大気解析（ 地上気温） と比べ低めに予測される傾
向があった。 これはアメダスの空間代表性に関する問
題であり 、 アメダスの標高と 5 km平均標高の不整合
に起因するものである。 アメダス観測点の多く は平野
部、 山間部に位置しているので、 山岳地域等の格子内
の地形変化が大きい地域では、 アメダスの標高は 5 km

平均標高と比べ低く なる傾向がある。 このため、 当該
地域で 5 km平均標高相当で作成した気温分布とアメ
ダス気温を比較すると、 前者が低温となる場合が多い。
従来の格子気温Gでは 5 km平均標高に整合的な気温
分布が作成されていたので、 アメダス気温に対しては
低めに予測される傾向があった。 また、 同様の理由で、
従来の格子気温Gは毎時大気解析（ 地上気温） に対し
ても低めに予測される傾向が見られていた 4。 これら
の内、 特にアメダス気温に対する低温傾向は降雪予測
への影響が大きい課題であり 、 従来、 最大降雪量ガイ
ダンスの予測値が実況と比べて過大となっていた要因
の一つとしてあげられる。

4 毎時大気解析（ 地上気温） はアメダス観測に強く 寄せる設
定（ 付録 A.1.5） で作成されており 、 アメダス気温に整合的
な気温分布となっているため。

課題 2○は降雪予測の精度や信頼性の点で大きな課題
である。 従来の格子気温Gでは、 冬季の沿岸内陸部に
おいて地形や気象場と整合しない不自然な低温領域が
見られることがあった。 また、 統計的に見ると 、 沿岸
地域の内陸側で低温バイアス、 海岸付近で高温バイア
スとなる傾向が見られていた。 これらは、 従来の格子
気温Gにおいて、 モデルと現実の海陸分布の違いにつ
いて考慮していなかったために生じていた。 モデルの
地上気温は、 モデルの海格子上と陸格子上とで特性が
大きく 異なるため、 地点気温Gの気温修正量もモデル
海格子上のアメダス地点（ 以下、 海地点） とモデル陸
格子上のアメダス地点（ 以下、 陸地点） で大きく 異な
る。 しかしながら 、 従来の格子気温Gでは、 これらを
特に考慮せずに地点の気温修正量を格子へ分配してい
たため、 モデルの海陸格子が混在する地域では、 海地
点（ 陸地点） の地点気温Gの修正量が、 モデル陸格子
（ 海格子） 上の格子の修正量に影響し、 修正量の見積り
が適切に行えていなかった。
課題 3○はアメダスの観測密度が疎な地域での予測精
度への影響が大きい課題である。 従来は、 重み付け平
均に用いるアメダス地点の探査範囲を全国一様に半径
35 km以内としていたため、 北海道内陸など観測密度
が疎な地域では、 重み付け平均の際に十分な地点数を
確保することができていなかった。 このため、 当該地
域では、 遠く 離れた 1地点の外挿で修正量が推定され
ているなど、 修正量の推定が適切に行われていない場
合があった。
課題 4○、 5○は、 精度への影響は小さい課題であるが、
これらにより 従来の格子気温Gは地形や気象場に整合
しない不自然で歪な気温分布が見られていた。

4.2.4 変更点
前項で述べた課題の解決を目的とし、 格子気温Gの
作成手法について以下の変更を行った。

(1) 作成手順の見直し
課題 1○の解決として、 格子気温Gの作成手順を以下
のよう に見直した。
1. モデル地上気温を 5 km平均標高に標高補正する。
2. 修正量（ 地点気温Gと 1.のモデル地上気温の差）
を格子に分配し 、 モデル地上気温を修正する。
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図 4.2.3 修正量の推定手法を変更する前後での、 修正量
1○[◦C]の比較（ 2016年 1月 7日 03UTCの FT=9のMSM
格子形式気温ガイダンス）。

第 4.2.2項で述べた 2種類の修正量で考えると 、 1.で
各格子・ アメダス地点の修正量 2○の見積もり 、 2.で各
アメダス地点の修正量 1○の見積もり 及び格子への分配
を行っていることになる。 新旧の作成手順を比較する
と 、 旧作成手順は 5 km平均標高への整合性を重視し
た作成手順になっているのに対し 、 新しい作成手順は
地点気温Gを直接修正に用いており 、 アメダス気温へ
の整合性を重視した作成手順となっている。 本変更に
より気温・ 降雪の地上観測（ アメダス、 他機関観測網）
に対する予測精度が改善し 、 従来と比べ毎時大気解析
（ 地上気温） に近い気温分布が作成されるようになるこ
とを確認した。 これらについては、 第 4.2.5項の統計検
証で示す。

(2) 修正量の推定手法（ 重み付け平均） の見直し
従来の格子気温Gは、 格子・ アメダス地点間の距離

（ 以後、 距離とよぶ） の逆二乗で定義される関数を重み
関数とし 、 対象格子を中心とした半径（ 以後、 参照半
径とよぶ） 35 km以内に含まれるアメダス地点を用い
て、 修正量 1○の重み付け平均を計算していた。 今回、
課題 2○、 3○、 4○の解決として、 この修正手法について
以下の見直しを行った。
(a) 重み関数を距離に対して緩やかな形に変更
(b) 重みにモデルの海陸分布を考慮した効果を導入
(c) 参照半径 35 kmの修正の前に、 参照半径 75 kmの
広い修正を導入

(a)の変更は、 課題 4○に対する解決である。 従来の距
離の逆二乗で定義される重み関数を用いると 、 格子近
傍のアメダス地点の荷重が大きく なり すぎる傾向が見
られたため、 重み関数を距離に対して緩やかに変化す
るベル型のもの (Cressman 1959)へと変更した。 この
変更により 、 従来はアメダス地点付近でアメダスに寄
せすぎて歪となっていた気温分布が解消した。 図 4.2.3

は、 ある 1事例について (a)～(c)の変更を導入する前
後での修正量 1○の分布を比較した図である。 図 4.2.3

において、 全般にアメダス近辺で見られていた斑な修
正量の分布が解消していることが 1点目の変更の効果
に対応する。
(b) の変更は、 課題 2○に対する解決である。 改良後

の格子気温Gでは、 気温修正量のモデル海陸分布への
依存性を考慮するために、 重み関数にモデルの海陸分

図 4.2.4 Contour-Following Smoother での場合分けの一
例。 上段および下段右図の数字は格子の標高 [m] を表し
ており 、 下段左図の数字は海陸（ 0： 海格子、 1： 陸格子）
を表している。 中央の格子の平滑化を行う場合、 地形情報
（ 標高、 海陸） を元に周囲の格子から地形的な性質の近い
格子（ 図の赤枠内） を選出し、 選出された格子のみ用いて
平滑化を行う 。 周囲の格子の選出パターンは 13種類ある
が、 ここでは例として 5種類だけを示している。

布を考慮した効果を導入した。 具体的には、 格子・ ア
メダス地点間のモデル海陸比の差に依存する係数（ 例
えば、 格子とアメダス地点の海陸比が同じだと 1、 全
く 異なると 0になる） を重み関数にかけることで、 重
み付け平均の際に海陸比の値が近いアメダス地点ほど
荷重が大きく なり 、 優先的に修正量の推定に使われる
よう にした。 本変更により 、 従来と比べより 海陸分布
と整合した気温分布が得られるよう になり 、 沿岸地域
の予測精度が大きく 向上した。 再び図 4.2.3を参照し、
変更前後の効果を確認する。 この事例では、 海地点は
負の修正量をもち、 陸地点は正の修正量を持つ傾向が
全国的に見られていたが、 従来の手法では近傍に海地
点のない海格子は陸地点の影響を強く 受け正の気温修
正量となっていた。 一方で、 変更後では近傍に海地点
がない海格子についても負の修正量を分配することが
できており 、 全国的に沿岸地域の海陸分布と気温修正
量の対応が改善していることを見て取ることができる。
(c) の変更は、 課題 3○に対する解決である。 従来の参
照半径を 35 kmとする手法では、 重み付け平均を計算
する際に十分な地点数を確保できていない地域があっ
た。 この課題の解決としては参照半径を広げることが
簡便だが、 単純に参照半径を大きく してしまう と 、 都
市部など観測が密で、 既に十分な地点数が確保できて
いた地域を中心に、 むやみに遠い地点の情報が入るこ
とになり 、 修正量の推定精度が悪化する場合がある。 今
回の変更では、 重み付け平均による修正を 2段階に分
け、 参照半径 35 kmの修正の前に、 参照半径 75 kmの
広い範囲を参照する修正を導入することで、 上記課題
の解決を行った。 この手法は逐次修正法 (Bergthorsson

and Doos 1955)と呼ばれる手法であり 、 過去に気象庁
の客観解析 (増田 1976)で利用されていた手法でもあ
る。 逐次修正法の導入により 、 アメダス観測点の少な
い北海道内陸や、 周囲に海地点の少ない海格子などで
予測精度の向上が確認された。
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　 旧格子気温 G 新格子気温 G 差分（ 新格子気温 G−旧格子気温 G）

図 4.2.5 GSM格子形式気温ガイダンスの対アメダス検証 [◦C]（ 2015年 12月 ∼2016年 2月、 FT=03∼24）。 それぞれ、 上段
はME、 下段は RMSEの検証結果であり 、 左図は旧ガイダンス、 中央図は新ガイダンス、 右図は両者の差分（ 新ガイダンス–
旧ガイダンス） を示している。 いく つかの諸島については実際の緯度経度ではなく 茶線で囲った領域に移動して描画してお
り 、 父島は図の右下、 大東島地方については図の下側、 宮古島・ 八丈島地方については図の左側にそれぞれ描画している。

　 旧格子気温 G 新格子気温 G 差分（ 新格子気温 G−旧格子気温 G）

図 4.2.6 MSM格子形式気温ガイダンスの対アメダス検証。 検証期間や図の詳細は図 4.2.5 に同じ 。

(3) 地形を考慮した平滑化処理の導入
課題 5○で述べたように、 格子気温Gの気温分布には、

地形や気象場と整合しないノ イズのよう な不自然な値
が見られることがあった。 ノ イズの原因は様々に考え
られるが、 経験的な重みを用いた簡便な手法で修正量
を見積もっていることが 1つの要因として考えられる。
これを除去する目的で、 Contour-Following Smoother

(CFS)と呼ばれる平滑化処理 (Glahn et al. 2009)を導
入した。 CFSでは標高や海陸などの情報を考慮しつつ
平滑化を行うため、 通常の一様な平滑化と比べ、 地形
由来の特性を保持しつつ平滑化することができる。
　CFSの実装例を図 4.2.4に示す。 今回実装した CFS

では、 まず、 平滑化を行う格子とその周囲 8格子につ
いて、 標高・ 海陸データを元に、 山の尾根や谷筋、 島
嶼部など 13種類の場合分けを行う 。 その後、 それぞれ
の場合について決められている平滑化の設定（ 平滑に
用いる格子や、 平滑化の強さ等） に基づいて、 各格子
の平滑化を行う 。 CFSの導入により 、 元の気温分布を
大きく 変えることなく 、 従来見られていたノ イズを軽
減することができる。

4.2.5 統計検証
(1) 検証方法
GSM と MSMの格子気温 G及び、 それを入力とし
た最大降雪量・ 天気ガイダンス（ 以下、 最大降雪量・ 天
気 G） について、 旧ガイダンスと新ガイダンスの統計
検証を行い精度を比較した。 検証は各ガイダンス（ 格
子形式） を 4点内挿で地点に内挿した後、 地点観測を
対象に行っている。 この際、 精度検証としては、 (i)対
アメダス検証と (ii)独立観測データ 5 に対する検証の
2種類を行った。 独立観測データに対する精度検証と
しては、 格子気温Gでは地点抜きクロスバリ デーショ
ン (CV: Cross-Validation) 6 で検証を行い、 最大降雪

5 本節では、 格子気温 G の修正で用いた地点での観測デー
タを従属観測データ、 それ以外の観測データを独立観測デー
タと呼ぶ。 独立観測データを用いた検証を行う ことで、 各格
子で見積もられた修正量・ 予測値の妥当性を検証することが
できる。
6 ある任意地点を修正に用いず格子気温Gを作成し、 その地
点を対象とした精度検証を行う手法。 擬似的に独立観測デー
タを対象とした精度検証を行う ことができる。 本開発では、
周囲を複数のアメダス地点に囲まれた 40地点をランダムで
選出し 、 地点抜き CV を行った。
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図 4.2.7 24 時間最大降雪量ガイダンスの対アメ ダス検証
（ 2013年 11月∼2016年 2月、 GSM: FT=27∼36, MSM:
FT=24∼33）。 左図は GSM、 右図は MSM についての検
証結果であり 、 それぞれ赤線は新ガイダンスの ETS、 青線
は旧ガイダンスの ETS、 緑線は新ガイダンスの BI、 紫線
は旧ガイダンスの BIに対応する。 縦左軸は ETS、 縦右軸
は BI、 横軸は検証閾値 [cm]であり 、 エラーバーは 95%信
頼区間を表している。

図 4.2.8 国土交通省水管理・ 国土保全局の積雪深計を対象
とした、 24 時間最大降雪量ガイダンスの精度検証。 検証
期間や軸の設定は図 4.2.7 に同じ 。

量Gでは他機関観測データ（ 国土交通省水管理・ 国土
保全局が設置している積雪深計による観測データ 7） を
対象とした精度検証を行った。

(2) 検証結果
図 4.2.5、 図 4.2.6にアメダス気温を対象とした GSM

格子気温G及び MSM格子気温Gの検証結果を示す。
検証期間は、 2015年 12月 ∼2016年 2月としており 、
GSMについては、 当時の最新のモデルを入力とした性
能評価のために、 GSM1603(米原 2016)の試験データを
入力としている。 この際、 GSMは 00, 12UTC初期値の
FT=3∼24、 MSM は 03, 15UTC初期値の FT=3∼24

を対象として検証を行っている。 検証指標としては、 平
均誤差 (ME) と二乗平均平方根誤差 (RMSE) を用い
ている。 新格子気温Gでは、 全国的に見られていたア
メダスに対する低温傾向が解消しており 、 RMSEでも
改善（ 差分図の青色） する傾向が見られている。 これ
は、 第 4.2.4項 (1)で述べた、 アメダスとの整合が良い
気温分布となるよう作成手順を変更したことの影響が
主であるが、 沿岸地域や観測密度が疎な地域について
は第 4.2.4項 (2)で述べた修正手法の仕様を変更したこ
との影響が大きい。 なお、 図は省略するが、 地点抜き
CVの結果も概ね同傾向であり 、 全国的にアメダスに
対する負バイアス傾向が解消し、 RMSEが改善する結

7 気象庁観測部計画課情報管理室が収集・ 管理している観測
データに、 独自の品質管理を行った上で利用している。

図 4.2.9 天気ガイダンス（ 降水種別） と実況 (SYNOP) の
雨・ 雨か雪・ 雪の出現頻度の比較（ 2015 年 12 月 ∼2016
年 2 月、 GSM: FT=3∼84, MSM: FT=1∼39） 。 上図は
GSM、 下図はMSMについての検証結果である。 なお、 天
気ガイダンスの「 雨」「 雨か雪」「 雪」 と SYNOPの「 雨」
「 みぞれ」「 雪」 を対応させ、 比較している。

果となっている。
図 4.2.7にアメダス積雪深計を対象とした、 GSM及
び MSM24時間最大降雪量 Gの検証結果（ 全国平均）
を示す。 検証期間は、 事例数確保のために 2013年 11

月 ∼2016年 2月の冬期間（ 11∼2月） と長めに設定し
ており 、 2015年 11月 ∼2016年 2月の GSMについて
は、 格子気温Gと同様に、 GSM1603の試験データを入
力としている。 この際、 GSMは 00, 12UTC初期値の
FT=27∼36、 MSMは 03, 15UTC初期値の FT=24∼33

を対象として検証を行っている。 検証指標としては、
バイアススコア (BI) とエクイタブルスレッ ト スコア
(ETS) を用いている。 新ガイダンスでは、 従来過大傾
向であった降雪頻度が抑制されることで予測頻度が適
正 (BI=1) に近づき、 予測精度 (ETS) としても改善
傾向が見られている。 これは、 格子気温Gのアメダス
気温に対する低温傾向が解消したことで、 降雪量予測
の空振り が減少したことに対応している。 高閾値に対
して予測頻度が過大傾向となる点については、 新旧ガ
イダンスで大きく 変わらない。 これは、 積雪深計から
計算される実況の降雪量は積雪の圧密・ 沈降効果が働
いているのに対し、 最大降雪量Gにはその効果が入っ
ていないためである (古市・ 松澤 2009)。 この点は最大
降雪量Gの作成手法や検証方法に関わる問題であるた
め、 今回の格子気温Gの特性変化はそれほど影響せず、
新旧ガイダンスで特性に大きな変化は見られなかった。
同様の検証を、 国土交通省水管理・ 国土保全局の積雪深
計（ 山岳域のダム周辺に多く 分布） を対象に行った結
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図 4.2.10 事例 (1)における、 2015年 1月 22日 00UTC初期時刻の GSM格子形式気温ガイダンス [◦C]（ 上段）、 及び 24時間
最大降雪量ガイダンス [cm]（ 中段） の予測 (FT=33) 。 左から順に、 新ガイダンスの予測、 旧ガイダンスの予測、 新旧ガイ
ダンスの差分（ 新ガイダンス–旧ガイダンス） を示している。 下段は、 それぞれ実況（ アメダス） の 24時間降雪量 [cm]（ 右
図）、 及び GSM24時間最大降雪量ガイダンスの実況に対する予測誤差 [cm]（ 左図が新ガイダンス、 中央図が旧ガイダンス）
を示している。

果を、 図 4.2.8に示す。 検証結果はアメダス検証の結果
と概ね同傾向であり 、 降雪量の予測頻度が適正 (BI=1)

に近づき、 予測精度 (ETS) でも改善が見られている。
最後に、 図 4.2.9に全国の SYNOP（ 地上実況気象通

報式） 観測を対象とした天気G（ 降水種別） の検証結果
を示す。 検証期間は、 2015年 12月∼2016年 2月とし
ており 、 GSMについてはGSM1603の試験データを入
力としている。 この際、 GSMは 00, 12UTC初期値の
FT=3∼84、 MSM は 03, 15UTC初期値の FT=1∼39

を対象として検証を行っている。 新ガイダンスでは、
旧ガイダンスで過剰傾向にあった「 雪」 の予測頻度が
抑制され、 各要素の予測頻度が実況に近づき、 より 適
切なものとなっている。 また、 図では示していないが、
雨雪判別の的中率は全国平均で約 1%改善することを
確認している。

4.2.6 事例検証
(1) 最大降雪量ガイダンスの予測特性の変化（ 内陸部）
今回の改良で、 主に内陸部の予測特性の変化が顕著
な事例として、 2015年 1月 22日 00UTCを初期時刻と
した翌日 09UTC (FT=33) の GSM格子気温G、 及び
24時間最大降雪量 Gの予測を図 4.2.10 に示す。 この
事例は、 発達した低気圧が北海道の東海上にあり 、 そ
れにより 日本付近で冬型の気圧配置が強まり 、 北日本
や北陸で大雪となった事例である。
新格子気温Gでは、 従来と比べ内陸の山岳部を中心
に気温の予測値が高く なっている。 対応する最大降雪
量Gの変化としては、 −2∼2◦Cの気温帯（ 格子気温G

の図の白色域に相当） に対応する地域での変化が大き
く 、 従来はアメダス観測に対して過大であった降雪量
を大きく 減らし 、 より 実況に近い降雪分布が得られる
よう になっている。
本事例のよう に、 一般的な冬型気圧配置のよう な多
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図 4.2.11 事例 (2) における、 2015年 2月 18日 03UTC初期時刻の MSM格子形式気温ガイダンス [◦C]（ 上段）、 及び 12時
間最大降雪量ガイダンス [cm]（ 下段） の予測 (FT=12) 。 左から順に、 新ガイダンスの予測、 旧ガイダンスの予測、 新旧ガ
イダンスの差分（ 新ガイダンス–旧ガイダンス） を示している。 旧ガイダンスにおいて、 横浜アメダスを中心とした半月状の
低温領域が見られていた地域を黒枠で囲っている。

く の降雪事例において、 新ガイダンスでは −2∼2◦Cの
気温帯に対応する地域で予測される降雪量が減少し 、
より 実況に近い値となる傾向が見られる。 一方で、 標
高が高い地域（ 図 4.2.10の飛騨山脈など） や厳冬期の
北海道などは、 降雪時の気温が十分に低いため、 今回
の格子気温G改良の影響は小さく 、 変更前後で降雪量
の予測に大きな違いは見られない。 また、 内陸の平野
部（ 図 4.2.10の越後平野や富山平野の内陸側など） で
は、 今回の変更による格子気温Gの特性変化が比較的
小さく 、 格子気温Gおよび後続ガイダンスの予測特性
は大きく 変わらない。

(2) 最大降雪量ガイ ダンスの予測特性の変化（ 沿岸
地域）

沿岸地域の不自然な気温・ 降雪分布が解消した事例
の紹介として、 2015年 2月 18日 03UTC を初期時刻
とした同日 15UTC (FT=12) のMSM格子気温G、 及
び 12時間最大降雪量 Gの予測を図 4.2.11に示す。 こ
の事例は、 関東沖を南岸低気圧が通過し 、 東日本から
北日本の広い範囲で雨や雪となった事例である。 この
際、 関東地方の平野部は気温が 3∼4◦Cと高めに推移し
たため、 実況では降雪は見られず雨となっていた。 こ
のよう に気温が 0◦C付近を推移するよう な事例では、
1∼2◦Cの気温予測誤差が降雪予測に与える影響が非常
に大きく なり 、 地上気温の予測精度が特に重要となる。
旧格子気温Gでは、 東京湾沿岸に横浜アメダスを中

心とした半月状の低温領域を予測しており 、 対応して
最大降雪量Gでも実況では見られない降雪を予測して
いた。 これは、 モデルの海格子に位置する横浜アメダ

スの負の修正量が、 周囲の陸格子に分配され、 その気
温予測値に強く 影響していたためである。 新格子気温
Gでは沿岸地域に見られていた半月状の低温領域が概
ね解消し、 対応する最大降雪量Gでも沿岸地域の偽の
降雪分布が解消している。
このよう な事例は、 従来は太平洋側の沿岸地域を中
心によく 見られていた事例であり 、 格子気温Gおよび
最大降雪量Gの課題としてよく 挙げられていた。 今回
作成手法を見直したことで、 本事例のよう に、 従来沿
岸地域の内陸側で見られていた不自然な気温・ 降雪分
布が解消し 、 当該地域における降雪予測の精度が向上
する。

(3) 天気（ 降水種別） ガイダンスの予測特性の変化
最後に、 天気 G（ 降水種別） の特性変化を示す事例
として、 2016年 1月 7日 15UTCを初期時刻とした翌
日 15UTC (FT=24) のMSM格子気温G、 及び天気G

の予測を図 4.2.12に示す。 この事例は、 事例 (1) と同
じく 冬型気圧配置の事例であり 、 北日本の日本海側や
北陸で雨や雪となった。
　新格子気温Gでは全国的に気温の予測値が高く なる
傾向があるため、 気温が 0◦C付近の地域を中心として
「 雪」 判定が「 雨か雪」 もしく は「 雨」 判定に変わる傾
向が見られる。 また、 沿岸地域の海岸付近ではやや気
温が下がり 「 雪」 判定が増加し 、 沿岸地域の内陸側で
はやや気温が上がり 「 雪」 判定が減少する傾向が見ら
れる。 これは、 修正手法にモデル海陸比を考慮したこ
との効果であり 、 事例 (2) で述べた沿岸地域の低温領
域が解消したこととも対応している。 これらは、 いず
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図 4.2.12 事例 (3) における、 2016年 1月 7日 15UTC初期時刻の MSM格子形式気温ガイダンス [◦C]（ 上段）、 及び天気ガ
イダンス（ 下段） の予測 (FT=24) 。 左から順に、 新ガイダンスの予測、 旧ガイダンスの予測、 新旧ガイダンスの差分（ 新ガ
イダンス–旧ガイダンス） を示している。 なお、 天気ガイダンスのカテゴリ はそれぞれ白： 雪、 薄青： 雨か雪、 青： 雨、 灰色：
曇、 橙： 晴れとして描画している。

れも実況と整合する変化傾向であり 、 天気 G（ 降水種
別） の精度は向上する。

4.2.7 まとめ・ 利用上の留意点
今回の変更では、 格子気温Gの作成手法を見直すこ

とで、 従来見られていたアメダス気温に対する低温傾
向や、 沿岸地域の不自然な気温・ 降雪分布、 アメダス近
傍での歪な気温分布等の解消を行った。 その結果、 格
子気温G及びそれを入力とした最大降雪量・ 天気Gに
ついて、 予測精度の改善を確認することができた。 以
下に、 統計検証及び事例検証から分かる新ガイダンス
の特徴や、 利用時の留意点をまとめる。

• 改良後の格子気温Gでは、 従来見られていたアメ
ダス気温に対する低温傾向が解消し、 アメダス気
温に対する予測精度が改善する。 特に、 格子内の
標高差が大きい山岳部では、 今回の変更での変化
が大きく 、 従来と比べ気温が高めに予測され、 降
雪量、 降雪頻度は減少する傾向が見られる。

• 沿岸地域では予測精度が向上し、 従来見られてい
た地形や気象場と整合しない不自然な気温・ 降雪
分布が解消する。 この際、 沿岸地域の内陸側では
従来より やや気温が上がり （ 雪が減り ）、 海岸付
近ではやや気温が下がる（ 雪が増える） 傾向が見
られる。

• 内陸の平野部では、 今回の変更による格子気温G

の特性変化が小さく 、 格子気温G及び後続ガイダ
ンスの予測特性は変更前後で大きく 変わらない。

• 厳冬期の北海道や標高が高い地域のように降雪時
の気温が十分に低い地域では、 降雪予測に対する

気温の寄与自体が小さいので、 今回の格子気温G

改良が後続ガイダンスへ与える影響は小さく 、 後
続ガイダンスの精度・ 特性は変更前後で大きく 変
わらない。

• 今回作成手順を見直したことにより 、 従来と比べ
毎時大気解析の地上気温に近い気温分布が作成さ
れるよう になる。
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4.3 GSM着氷指数の開発と GSM積乱雲頂高度予
測の改良 1

4.3.1 はじめに
巡航中の航空機の運航に影響を及ぼす大気現象とし

て、 着氷と積乱雲が挙げられる 2。 航空機の翼に着氷
した場合は、 揚力の低下や抗力の増大などを引き起こ
し 、 エンジンの吸気系統へ着氷した場合は、 混合ガス
や空気が流れにく く なるためエンジンの性能が低下し、
最悪の場合エンジンが停止することもある。 また、 積
乱雲は強い乱気流、 強い着氷、 ひょ う 、 雷などを伴い、
その全てが航空機にとって非常に危険な現象である。
そのため、 できる限り着氷や積乱雲を回避することが、
航空機の安全や快適な運航には必要となる。
数値予報課では、 着氷域を予測するために MSM航空

悪天GPVの着氷指数（ 以下、 MSM着氷指数） を 2008

年 8月から作成している (工藤 2008)。 しかし 、 GSM

航空悪天GPVの着氷指数（ 以下、 GSM着氷指数） は
作成していなかったため、 新たに GSM着氷指数を開
発し、 2017年 5月 25日 00UTC初期値より GSM着氷
指数の作成を開始した。 これにより 、 MSMの領域外の
着氷予測を利用できるよう になった。 また、 積乱雲に
ついてはパーセル法に基づく 診断法で積乱雲の雲頂高
度 3 を求めており 、 MSM航空悪天GPVでは 2007年 5

月から (工藤 2007)、 GSM航空悪天GPVでは 2007年
11月から (松下 2007)予測している 4。 しかし 、 GSM

航空悪天GPVの積乱雲の雲頂高度（ 以下、 GSM積乱
雲頂高度） は実況に比べて低めに予測されるなど、 予
測精度が十分ではなかった。 そこで、 GSM積乱雲頂高
度予測の改良を行い、 2017年 5月 25日 00UTC初期
値より 導入した。
本節では、 GSM着氷指数の開発と、 GSM積乱雲頂

高度予測の改良について述べる。 まず、 第 4.3.2 項で
GSM着氷指数の開発について、 計算手法、 検証結果と
予測事例を示す。 次に、 第 4.3.3項で GSM積乱雲頂高
度予測の改良について、 改良前の計算手法と問題点を
述べ、 その改良点や検証結果と予測事例を示す。 最後
に、 第 4.3.4項でまとめと今後の課題を述べる。

4.3.2 GSM着氷指数の開発
(1) 計算手法
着氷は主に氷点下の機体表面に水蒸気が昇華してで

きる着氷と 、 過冷却水滴が機体に衝突して凍結する着

1 井藤 智史（ 予報課 航空予報室）
2 他に乱気流も挙げられるが、 乱気流については井藤 (2016)
を参照。
3 航空機が積乱雲を回避するには、 水平方向に避けるか積乱
雲の雲頂より高い高度を飛行する方法があり 、 積乱雲の雲頂
高度は重要な情報となる。
4 GSM 航空悪天 GPV ではこの方法による予測以前から 、
特定高度 (850, 700, 500, 300 hPa) の相対湿度の値および
400 hPaの上昇流の強さに応じて、 積乱雲の雲頂高度を予測
していた (予報部数値予報課 1988)。

氷に大別される 5。 日本付近で発生する着氷は過冷却水
滴が主な原因である (中山 1996)。 過冷却水滴による着
氷の正確な予測には、 気温、 相対湿度、 水滴のサイズ
の予測が重要となる。 一般に過冷却水滴は −20∼0 ◦C

で多く 存在し、 相対湿度が高いと水滴の量が多く なり 、
氷がより 早く 機体表面に蓄積するので危険である。 ま
た、 大きな水滴は小さな水滴より も航空機周辺の気流
の影響を受けにく いので、 水滴のサイズが大きいほど
機体表面に衝突しやすく なる。 しかし、 水滴のサイズを
正確に予測することは現状では難しいため、 気温と湿
数の予測と並以上の着氷 6 の観測頻度に基づいた指数
を作成することで、 並以上の着氷に対する予測を行う 。
MSM 航空悪天 GPV で は 、 各航空機観測

(PIREP, ARS, C–PIREP7) で報じ ら れた着氷の
実況と 、 直近の初期値の MSMの気温および湿数の予
測値を用いてデータにフィッティ ングする関数（ 当て
はめ関数） を求め、 この当てはめ関数から着氷指数
を計算している (工藤 2008)。 GSM 着氷指数につい
ても 、 MSM 着氷指数と同じ手法を用いて作成する。
なお、 着氷は基本的に雲の中で発生するので、 晴天
(Clear) と報じられた通報は除外する。
まず着氷の実況と 、 直近の初期値の GSMの気温お
よび湿数の予測値を用いて当てはめ関数を求める。 図
4.3.1が気温と並以上の着氷頻度の関係、 図 4.3.2が湿
数と並以上の着氷頻度の関係である。 統計期間は 2013

年 12月から 2015年 11月で、 2014年 11月までは試験
データを含む GSM1403 (米原 2014)のデータを、 2014
年 12月以降は GSM1603 (米原 2016)の試験データを
用いた。 気温が −8 ◦C付近と 、 湿数が 0 ◦Cに近いほ
ど着氷の発生頻度が多く なっていることが分かる。 こ
れらの頻度分布から 、 気温 (T [◦C]) に対する頻度を

頻度 =
−1.6× 106 × (T − 3)−5

exp{−55.3/(T − 3)} − 1

という関数で、 湿数（ 気温−露点温度 : T − Td [◦C]）
に対する頻度を

頻度 =
0.75

(T − Td + 1)1.7

5 他にも 、 氷晶がエンジンの熱により 部分的に溶融し 、 エ
ンジン内部に付着して表面温度を下げ再凍結する氷晶着氷
(ICI:Ice Crystal Icing) と呼ばれる着氷があり 、 −30 ◦C以
下の低温でも発生する場合がある (Mason 2007)。
6 航空機から報告される着氷の階級には、 弱、 並、 強があり
(FAA 2015)、 航空機の運航に影響を及ぼすのは並以上の着
氷である。
7 PIREP (Pilot Report)は、 国内飛行のための機上観測報
告で、 各国又は機関（ 軍） で定めた形式を用いて報告され
る。 ARS (Special Air–Reports)は、 航空気象官署が機長等
から収集した航空機気象観測報告を気象庁予報部宛てに行う
通報である。 C–PIREP (Common–PIREP)は、 従来各航空
会社内でのみ利用されていた PIREP（ カンパニー PIREP）
を 、 国土交通省航空局のシステムで集約して形式を統一した
PIREPである。
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図 4.3.1 2013年 12月から 2015年 11月の並以上の着氷頻
度と直近の GSMで予測された気温の関係。 棒グラフが着
氷の相対頻度、 青線が当てはめ関数。

図 4.3.2 図 4.3.1 と同じ。 ただし、 横軸は GSMで予測され
た湿数。

という関数で当てはめる。 気温についてはプランク分
布を参考に、 湿数については湿数の逆数のべき乗で当
てはめた。 着氷指数はこれら 2 つの式を掛け合わせ、
最大値が 100になるような規格化定数C を掛けたもの
とする。 すなわち、

着氷指数 = C×
−1.6× 106 × (T − 3)−5

exp{−55.3/(T − 3)} − 1
×

0.75

(T − Td + 1)1.7

とする。 ただし、 気温が 2 ◦Cより高い場合は着氷が起
こることはほとんどない 8ので、 気温の予測値が 2 ◦C

より 高い場合は着氷指数は 0 とする。

(2) 検証結果
着氷指数の統計検証の結果を示す。 検証に用いる実

況データは、 PIREP, ARS, C–PIREPによる着氷の通
報を用いる。 計算式作成時と同じように、 Clearと報じ
られた通報は除外する。 検証期間は GSM着氷指数の
作成に利用した期間とは独立な 2015年 12月から 2016

年 11月とする。 モデルは試験データを含む GSM1603

で、 初期値は 12UTC のみを用い、 FT=6∼27 で検証
した。 比較のために MSM着氷指数の検証結果も示す。

8 気温が 0 ◦C より 少し高い場合でも、 機体表面からの蒸発
や機体による気流の乱れで気圧が低下し、 温度が下がる場合
があることが知られている。

図 4.3.3 2015年 12月から 2016年 11月の並以上の着氷に対
する着氷指数の閾値別の予測精度。 検証領域は日本周辺で、
高度は FL000∼450である。 横軸は体積率、 縦軸は捕捉率
を示す。 GSM着氷指数 (ICING GSM) は赤色、 MSM着
氷指数 (ICING MSM) は青色で示し 、 それぞれの指数の
閾値に対応する数字をいく つか図中に示す。 GSMのエラー
バーはブート スト ラップ法による 95%信頼区間を示す。

MSMの初期値は 15UTCのみを用い、 FT=3∼24で検
証した。 検証領域は日本周辺で、 高度は FL000∼4509

とした。
図 4.3.3に、 着氷指数の閾値を変化させて並以上の着
氷を予測した場合の捕捉率 (Hit Rate) と体積率 (Vol-

ume Rate) を示す（ 付録 D.3.5, D.3.6） 。 体積率が等
しい予測を比べた場合には捕捉率が大きいほど着氷の
実況を多く 捕らえた良い予測であり 、 捕捉率が等しい
予測を比べた場合には体積率が小さいほど予測領域を
限定した良い予測と言えるため、 図では線が左上にあ
るほど予測精度が高い。 図から GSM着氷指数は概ね
MSM着氷指数と同じ程度の予測精度があることが分
かる。 ただし 、 同じ閾値で比べた場合、 GSM 着氷指
数の体積率は、 MSM着氷指数より も小さく なってい
る 10。 MSM着氷指数では、 値が 15以上となる領域を
並以上の着氷の目安として予測に利用しているが、 同
じような体積率を得るためには、 GSM着氷指数の値が
10以上となる領域を並以上の着氷の目安とする必要が
ある。

9 国際標準大気での気圧高度で、 フライ ト レ ベルを示す。
「 FL010」 などと “FL” に続けて 100 フィ ート (ft) 単位の
数値で表される。 1 ft≃0.3048 m。

10 例えば閾値が 15の場合、 MSM着氷指数の体積率は約 0.1
となっているが、 GSM着氷指数の体積率は約 0.05 となって
いる。

103



図 4.3.4 図 4.3.3 と同じ 。 ただし 、 検証期間は 2015年 6月
20 日から 2016 年 3 月 11 日で、 青色が GSM1603 (IC-
ING CNTL) 、 赤色が GSM1705 (ICING TEST) の検証
結果。

GSM1705での検証結果
GSMのモデル更新に伴う影響を見るため、 GSM1705

（ 第 1.1節） を用いた着氷指数の検証結果を図 4.3.4に示
す。 当てはめ関数は GSM1603で作成したものを用い
ている。 検証期間は 2015年 6月 20日から 2016年 3月
11日である。 図から 、 高めの閾値では GSM1705を用
いた着氷指数の予測精度が悪化しており 、 同じ閾値で
比べると、 体積率はあまり変わらないが、 捕捉率が減少
していることが分かる。 実際にいく つかの予測事例を
見ると、 前線近傍での相対湿度の予測特性がGSM1603

と GSM1705で変わり 、 GSM1603を用いた着氷指数で
は予測できていたが、 GSM1705 を用いた着氷指数で
は予測できなく なった事例があった（ 図略）。 ただし 、
今回の検証の期間は短く 事例数も少ないため、 今後事
例数の蓄積を待ち、 改めて GSM1705 を用いた着氷指
数の予測精度を検証したい。 また、 必要であれば当て
はめ関数を GSM1705で作成し 、 着氷指数の計算式の
再作成を行いたい。

(3) 予測事例
並以上の着氷が複数観測された事例を 2例示す。 こ

こで示す GSM着氷指数は、 GSM1705を用いた着氷指
数である。

寒冷前線近傍での着氷
図 4.3.5 と図 4.3.6 に 2016年 12月 22日 06UTCの

アジア太平洋地上天気図と赤外画像を示す。 日本海に
低気圧があり 、 低気圧からのびる寒冷前線が西日本を
通過している。 赤外画像では、 日本付近は広く 雲に覆
われており 、 寒冷前線付近では活発な対流雲が見られ
る。 図 4.3.7 に同じ時刻の前後 1時間以内に観測され

図 4.3.5 2016年 12月 22日 06UTCのアジア太平洋地上天
気図。 日本周辺を拡大して表示。

図 4.3.6 2016年 12月 22日 06UTCの赤外画像。

図 4.3.7 2016 年 12 月 22 日 00UTC 初期値の FT=6 にお
ける GSM 着氷指数（ 左） と 、 MSM 着氷指数（ 右）。 上
段が FL250、 下段が FL170 の予測値である。 GSM 着氷
指数は 10以上、 MSM着氷指数は 15以上から着色してい
る。 赤線は気温の予測を示す。 図中の四角は対象時刻の前
後 1時間以内に観測された着氷の実況で、 黄色が並、 青色
が弱の着氷を示す。

104



た着氷の実況（ 図中の四角） と 、 2016 年 12 月 22 日
00UTC初期値の GSM着氷指数（ 左） と 、 MSM着氷
指数（ 右） を示す。 寒冷前線近傍の四国付近において、
FL170∼250で並の着氷を観測した。 この時の GSM着
氷指数の予測は、 全体的に MSM着氷指数に比べて弱
めの予測となっているが、 観測された着氷を捕捉でき
ている。

冬型降水時の着氷
図 4.3.8と図 4.3.9に 2016年 1月 24日 06UTCのア

ジア太平洋地上天気図と可視画像を示す。 日本付近は
冬型の気圧配置となっており 、 九州北部から沖縄付近ま
で筋状の対流雲が見られる。 また、 レーダーでも対流雲
に対応するエコーが観測されていた（ 図略）。 図 4.3.10

に、 図 4.3.9と同じ日の 09UTC（ 上段） と 03UTC（ 下
段） について、 前後 1時間 30分以内に観測された着
氷の実況と、 2016年 1月 23日 18UTC初期値の GSM

着氷指数（ 左） と 、 MSM 着氷指数（ 右） を示す。 ま
た、 それぞれの気温の予測値を赤線で示す。 筋状の対
流雲がかかっている沖縄付近の FL050で強の着氷を、
九州北部の FL130で並の着氷を観測した。 この時の着
氷指数の予測は、 GSM と MSM ともに FL050の着氷
は予測できているが、 FL130で観測された着氷は予測
できていない。 FL130での気温の予測はともに −30 ◦C

程度となっているが、 図 4.3.1 で見たよう に、 気温が
−30 ◦C以下になると着氷の頻度は大きく 下がる。 統計
手法を用いた場合、 一般に頻度の低い現象の予測は過
少となるため、 現在の着氷指数の予測手法では−30 ◦C

以下で予測が不十分となる場合が多いことに注意が必
要である。

4.3.3 GSM積乱雲頂高度予測の改良
(1) 計算手法
GSM積乱雲頂高度予測は、 MSM積乱雲頂高度予測

(工藤 2009)と同じように、 パーセル法に基づく 診断法
で計算している。 予測手順を以下に示す。
1. モデルの降水量予測から 、 対流雲が発生する可能
性のある格子点を求める。

2. その格子点で、 地表から約 50 hPa分の平均的な気
塊を持ち上げ凝結高度 (LCL:Lifted Condensation

Level) まで乾燥断熱的に持ち上げる。
3. LCLでの気塊の仮温度に摂動項を加えた値が LCL

での大気の仮温度より も高い場合、 その格子点で
対流雲が発生すると判定する。

4. 対流雲が発生すると判定された場合、 LCLから気
塊を湿潤断熱的に持ち上げ、 ある高さでの大気の
上昇流が負になるか、 摂動項を加えた気塊の仮温
度が大気の仮温度より も低く なる高度を、 対流雲
の雲頂高度とする。

5. 対流雲の雲頂気温と LCLでの気温の差 (∆T [K])

から 、 その対流雲が積乱雲であるかどうかを判別
する。

図 4.3.8 2016年 1月 24日 06UTC のアジア太平洋地上天
気図。 日本周辺を拡大して表示。

図 4.3.9 2016年 1月 24日 06UTCの可視画像。

図 4.3.10 2016年 1月 23日 18UTC初期値の GSM着氷指
数（ 左） と 、 MSM着氷指数（ 右）。 上段が FT=15、 下段
が FT=9 で、 それぞれ FL130, FL050 の予測値である。
GSM着氷指数は 10以上、 MSM着氷指数は 15以上から
着色している。 赤線は気温の予測を示す。 図中の四角は対
象時刻の前後 1時間 30分以内に観測された着氷の実況で、
赤色が強、 黄色が並の着氷を示す。
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図 4.3.11 2016年 8月 14日 12UTCの広域雲解析情報図 (TSAS1)。 日本周辺を拡大して表示。

図 4.3.12 2016 年 8 月 14 日 00UTC 初期値の FT=12 における GSM 積乱雲頂高度予測。 右図は左図の赤枠部分を拡大し 、
GSM積乱雲頂高度予測の格子点値 [ft] を表示。

予測手順 3で、 LCLでの気塊の仮温度に加える摂動
項は、 MSMで用いられている Kain-Fritschスキーム
(成田 2008) を参考に、 上昇流の強さに応じた摂動項
と 、 水蒸気に応じた摂動項を与えている。 摂動の大き
さは最適化係数と呼んでいるパラメータで調整してお
り 、 上昇流の強さに応じた摂動項の最適化係数を c1、
水蒸気に応じた摂動項の最適化係数を c2 とする (工藤
2009)。 c1 と c2 が大きいほど摂動項が大きく なるよう
にしているため、 c1 と c2 を大きく すると対流雲として
判定されやすく なり 、 雲頂高度も高く 予測されやすく

表 4.3.1 改良前の最適化係数 (c1, c2)

緯度 25°N (S) より 北（ 南） 25°S –25°N

c1 0.60 1.00

c2 0.75 1.25

なる。 改良前は熱帯域 (25°S –25°N) では c1 = 1.0で、
25°N (S)より 北（ 南） では c1 = 0.6とし 、 c2は全領域
で c1の 1.25倍としていた (表 4.3.1) 。 熱帯域で最適化
係数が大きく なるよう に調整していたのは、 熱帯域の
方が雲頂高度が高く なり やすいためである 。
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図 4.3.13 2016年 8月 14日 00UTC初期値の FT=12にお
ける GSM の前 3 時間降水量、 海面更正気圧、 地上風の
予測。

(2) 問題点
積乱雲頂高度予測の上限
積乱雲頂高度の予測手順 2∼4の判定には約 50 hPa毎

の気温の平均値を 1層として計算に用いているが、 地表
から 15層までしか計算を行っていなかったため、 積乱
雲頂高度の予測値が 50,000 ftを超えることはなかった。
事例として、 図 4.3.11に 2016年 8月 14日 12UTCの
広域雲解析情報図 (TSAS1) を、 図 4.3.12に同じ時刻の
GSM積乱雲頂高度予測を示す。 この時刻は日本の南の
海上に台風第 7号があり（ 中心位置： 25.1°N, 144.3°E）、
TSAS1では台風の中心付近で 52,000 ftの積乱雲が解
析されていた。 一方で、 GSM積乱雲頂高度予測を見る
と、 台風周辺の広い範囲で 48,000 ft程度の予測はされ
ているが、 50,000 ftを超える予測はされていないこと
が分かる 11。

25°N (S) での積乱雲頂高度予測の不連続
最適化係数 c1 と c2 は、 25°N (S) を境にして値を変

えていることを述べたが、 この影響で 25°N で積乱雲
頂高度予測が不連続となる場合があった。 先ほどの事
例の積乱雲頂高度の予測（ 図 4.3.12） を詳しく 見ると、
25°Nより 南では 48,000 ft程度の予測だが、 25°Nより
北では最大でも 36,000 ft 程度の予測しかされていな
い。 これは TSAS1で 25°N より 北でも 52,000 ft と解
析されていることや、 図 4.3.13の GSMの降水量予測
が 25°N より 北でも強い降水を予測していることと比
べても、 やや不自然な予測となっている。

積乱雲判定の予測頻度過大と積乱雲頂高度予測の負バ
イアス
従来の予測手法による月毎の検証結果を図 4.3.14に

示す。 実況には衛星観測による雲型判別と積乱雲頂高
11 ただし 、 現在の航空機は 40,000 ft を超えて飛行すること
はほとんどないので、 48,000 ft 程度の予測でも大きな問題
はない。

度を用いた。 検証期間は 2015年 7月 7日から 2016年 6

月 30日で、 モデルは試験データを含む GSM1603であ
る。 検証領域は日本付近 (25°N –45°N, 114°E –180°E)

と熱帯付近 (0°N –25°N, 114°E –180°E) とした。 最適
化係数を 25°N を境にして値を変えているため、 この
ような検証領域に分割している。 積乱雲判定（ 図上段）
については、 実況は衛星観測の雲型が積乱雲と判定さ
れた場合に積乱雲あり 、 それ以外の雲型の場合に積乱
雲なしとし 、 予測は積乱雲頂高度予測の予測手順 5で
積乱雲と判定された場合を積乱雲あり 、 それ以外を積
乱雲なしとして分割表（ 付録D.3.1） を作成し、 エクイ
タブルスレッ ト スコア (ETS) とバイアススコア (BI)

を求めた。 BIは日本付近と熱帯付近ともに 1より 大き
く 、 予測頻度が過大となっており 、 特に冬季に顕著で
あることが分かる。 また、 ETSについても夏季の方が
精度が良く 、 冬季に悪く なっていることが分かる。 積
乱雲頂高度予測（ 図下段） については、 平均誤差 (ME)

は 6,000∼11,000 ft程度の負バイアスがあり 、 二乗平均
平方根誤差 (RMSE) も 8,000∼14,000 ft程度となって
いる。 日本付近では積乱雲頂高度の高く なり やすい夏
季に負バイアスが大きく なり 、 積乱雲頂高度の低く な
り やすい冬季にやや負バイアスが軽減している。

(3) 改良点
積乱雲頂高度予測の上限
従来は、 地表から約 50 hPa毎に最大 15層まで気温の
平均値を求めていたが、 層の取り方を変更し、 200 hPa

より 下層は約 50 hPa毎に、 200 hPa より 上層では約
30 hPa 毎に平均を取り 、 合計で最大 18 層まで計算
するよう にした。 これにより 、 積乱雲頂高度の予測は
60,000 ft程度まで計算できるよう になった。 単純に約
50 hPa毎に最大 16層まで計算するよう にしなかった
のは、 15層目と 16層目の差が 12,000 ftとかなり 大き
く なってしまう ためである。 上層を約 30 hPa毎に細
かく することで、 層毎の高度差が最大でも 6,000 ft と
なる。

25°N (S) での積乱雲頂高度予測の不連続
従来は、 25°N (S) で最適化係数 c1 と c2 を変更して
いたが、 領域での層別化を止めて、 −10 ◦C面高度で
最適化係数を層別化するよう に変更した（ 表 4.3.2） 。
−10 ◦C 面高度が 4 km 以下、 4–6 km、 6 km 以上の
3つに層別化し、 4 km以下では c1=0.7、 4–6 kmでは
c1=0.8、 6 km以上では c1=1.1とし 、 c2 についてはこ
れまでと同様に c1の 1.25倍とした。 この変更により 、
25°N (S) を境にした不連続は解消された。 また、 層別
化を 3つにしたことで最適化係数の層毎の差が改良前よ
り も小さく なったため、 −10℃面高度が 4 kmと 6 km

での不連続についてはあまり 目立たないことも確認し
ている。
図 4.3.15に上限を 18層まで計算するようにし、 最適
化係数の層別化を変更した GSM積乱雲頂高度予測の
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図 4.3.14 2015年 7月 7日から 2016年 6月 30日までの積乱雲頂高度予測の月毎の検証結果。 上段が衛星観測の雲型判別を実況
とした積乱雲判定予測の ETS（ 青色実線、 左軸） と BI（ 水色実線、 右軸）、 下段が衛星観測の積乱雲頂高度を実況とした積乱
雲頂高度予測の RMSE（ 青色実線） と ME（ 水色実線）。 上段の黒点線は BI=1 を示す。 左が日本付近 (25°N –45°N, 114°E –
180°E)、 右が熱帯付近 (0°N –25°N, 114°E –180°E) の検証結果。 エラーバーはブート スト ラップ法による 95%信頼区間を
示す。

図 4.3.15 図 4.3.12 と同じ 。 ただし 、 上限を 18層に変更し最適化係数の層別化を変更して計算した GSM積乱雲頂高度予測。

結果を示す。 改良前は 49,000 ft以下しか予測されてい
なかったが、 改良後は 54,000 ft まで計算されており 、
TSAS1の解析値に近づいていることが分かる。 また、
25°Nでの予測の不連続も解消していることが分かる。

表 4.3.2 改良後の最適化係数 (c1, c2)

−10 ◦C面高度 4 km以下 4–6 km 6 km以上

c1 0.700 0.80 1.100

c2 0.875 1.0 1.375
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表 4.3.3 改良前の対流雲・ 積乱雲判定条件
前 3時間降水量 ≥0.3 mm

∆T ≥25 K

表 4.3.4 改良後の対流雲・ 積乱雲判定条件
−10 ◦C面高度 4 km以下 4–6 km 6 km以上

前 3時間降水量 ≥0.8 mm ≥1.2 mm ≥1.4 mm

SSI(925–700 hPa) ≤1.2

∆T ≥26 K ≥28 K ≥30 K

積乱雲判定の予測頻度過大と積乱雲頂高度予測の負バ
イアス
熱帯域の −10 ◦C面高度は概ね 6 km以上となり 、 中

緯度域では概ね 6 km以下となる。 それぞれの領域に
対応する最適化係数の値は、 表 4.3.1と表 4.3.2の比較
から分かる通り 、 変更前と比べて大きく なるよう にし
た。 この変更により 、 積乱雲頂高度予測は変更前より
高めになり 、 予測の負バイアスは軽減した。 また、 積
乱雲頂高度予測の上限を 18層までに変更したことも、
予測の負バイアス軽減につながった。
しかし、 最適化係数を大きくすると積乱雲と判定され

やすく なるので、 予測頻度は増えることになる。 元々予
測頻度は過大だったため、 予測頻度を減らす改良を新た
に加える必要がある。 そこで予測手順 1について、 従来
はモデルの前 3時間降水量が 0.3 mm以上の場合に対流
雲が発生する可能性があると判定していたが、 −10 ◦C

面高度が 4 km以下では前 3時間降水量が 0.8 mm以上、
4–6 kmでは 1.2 mm以上、 6 km以上では 1.4 mm以上
で対流雲が発生すると判定するように変更した。 また、
ショ ワルター安定指数 (SSI, 925–700 hPa) による判定
も新たに追加し、 SSIが 1.2以下の時に対流雲が発生す
ると判定するよう にした。 SSI (850–500 hPa) も試し
たが精度は変わらなかったことや、 SSI (925–700 hPa)

の場合 −10 ◦C面高度に依らず同じ閾値で判定しても
精度が変わらなかったことから、 SSI (925–700 hPa)を
用いることにした。 これらの変更により 、 従来より も
大気の状態が不安定になる時に対流雲が発生すると判
定されるよう になった。 次に、 予測手順 5 について、
従来は ∆Tが 25 K以上の場合に積乱雲と判定してい
たが、 −10 ◦C面高度が 4 km以下では ∆Tが 26 K以
上、 4–6 kmでは 28 K以上、 6 km以上では 30 K以上
の場合に積乱雲と判定するよう に変更した。 この変更
により 、 従来より も対流雲が発達する場合に積乱雲と
判定されるよう になった。
改良前と改良後の対流雲・ 積乱雲判定条件を表 4.3.3

と表 4.3.4に示す。

(4) 検証結果
改良後の検証結果を図 4.3.16に示す。 検証期間は最

適化係数等の調整を行った期間とは独立な 2016年 7月

1日から 2017年 5月 25日とし 、 モデルは GSM1603

である。 積乱雲判定の BI を見ると 、 改良前は日本付
近と熱帯付近ともに 1 より 大きく 、 予測頻度が過大と
なっているが、 改良後は日本付近と熱帯付近ともに 1

に近づいており 、 予測頻度過大傾向が軽減されている。
また、 ETSについても改良後の方が全ての月で精度が
向上しているのが分かる。 積乱雲頂高度予測は、 改良
前は 6,000∼11,000 ft程度の負バイアスがあり 、 RMSE

も 8,000∼14,000 ft程度となっていたが、 改良後は日
本付近と熱帯付近ともに 3,000∼7,000 ft程度の負バイ
アスに軽減されており 、 RMSE も 7,000∼11,000 ft程
度まで誤差が縮小している。 さらに改良前は日本付近
で夏季に負バイアスが大きく 、 冬季に負バイアスが小
さく なるという季節変動があったが、 改良後は季節に
よらず概ね同じほどのバイアスとなっている。 これは
−10 ◦C面高度で層別化することにより 、 季節変動に
対応した予測ができるよう になったためである。

GSM1705での検証結果
GSMのモデル更新に伴う影響を見るため、 GSM1705

を用いた積乱雲頂高度予測の検証結果を図 4.3.17に示
す。 検証期間は 2015年 7月 7日から 2016年 3月 11日
である。 積乱雲判別については、 日本付近、 熱帯付近
ともにあまり 変化はないが、 積乱雲頂高度予測につい
ては、 GSM1705 で負バイアスがやや軽減し 、 RMSE

もやや減少していることが分かる。 ただし 、 改善した
理由ははっきり とは分かっていない。

(5) 予測事例
台風と低気圧に伴う積乱雲の予測
2016年 9月 2日 06UTCのアジア太平洋地上天気図
を図 4.3.18 に示す。 九州の南海上に台風第 12号があ
り 、 マリ アナ諸島周辺には低気圧が解析されている。
同じ時刻の TSAS1 を図 4.3.19 に示す。 台風の中心付
近では 49,000 ftの積乱雲を解析しており 、 九州の西海
上では 42,000 ftの積乱雲を解析している（ 図青枠）。
また、 マリ アナ諸島周辺の低気圧近傍でも 45,000 ft前
後の積乱雲が解析されている（ 図赤枠）。 2日 00UTC

初期値の FT=6における GSM積乱雲頂高度予測を図
4.3.20 に示す。 青枠で囲んだ領域に着目すると 、 改良
前の予測 (CNTL) では台風の中心付近で 36,000 ft程
度の予測だが、 改良後の予測 (TEST) では 48,000 ft以
上の予測となっており 、 解析値に近く なっている。 九
州西海上の積乱雲については、 CNTL で 42,000 ft以
下だった予測が、 TESTで 48,000 ft以上となり 、 解析
値に比べるとやや高い。 しかし、 予測領域は CNTLが
やや広めに出ているのに対して、 TESTでは解析に近
い領域での予測となっている。 次に赤枠の領域に着目
すると 、 雲頂高度の予測は CNTL と TEST であまり
変わらないが、 予測領域は TESTの方が狭く なってい
る。 TESTの方が TSAS1の解析に近く なっており 、 積
乱雲判定の精度が上がっていることが分かる。
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図 4.3.16 図 4.3.14 と同じ 。 ただし 、 検証期間は 2016年 7月 1日から 2017年 5月 25日で、 青と水色線が改良前 (CNTL) 、
赤と桃色線が改良後 (TEST) の検証結果。

図 4.3.17 図 4.3.14と同じ。 ただし、 検証期間は 2015年 7月 7日から 2016年 3月 11日で、 青と水色線が GSM1603 (CNTL)、
赤と桃色線が GSM1705 (TEST) の検証結果。

110



図 4.3.18 2016年 9月 2日 06UTC のアジア太平洋地上天
気図。 日本周辺を拡大して表示。

4.3.4 まとめと今後の課題
2017 年 5 月 25 日 00UTC 初期値より 、 GSM 着氷

指数の作成を開始し 、 同時に GSM積乱雲頂高度予測
の改良を行った。 GSM着氷指数については、 MSM着
氷指数と比べて値が小さめに予測されるものの、 並以
上の着氷の目安として、 10以上を閾値とすると 、 概ね
MSM 着氷指数と同じ精度で予測することができる 。
GSM積乱雲頂高度予測については、 従来は 50,000 ft

を超える予測はできなかったが、 層の取り 方の変更に
より 60,000 ft程度まで予測ができるようになった。 さ
らに、 25°N (S) で予測が不連続となる場合があったが、
層別化の変更により 解消した。 また、 予測頻度過大傾
向や、 雲頂高度予測の負バイアスについても最適化係
数の調整等により 軽減することができた。
今後の課題としては、 GSM着氷指数については、 冬

型降水時の着氷の予測事例で見たよう に、 −30 ◦C付
近の低温時での予測精度向上が挙げられる。 また、 第
4.3.2項 (1)の脚注で述べた、 −30 ◦C以下でも発生す
る ICIについては、 過冷却水滴による着氷をターゲッ
ト にした現在の着氷指数では予測が困難であるので、
今後 ICIについて調査を行い予測手法の確立に努めた
い。 GSM 積乱雲頂高度予測については、 予測頻度過
大や雲頂高度予測の負バイアスは軽減したものの、 依
然として日本付近での予測頻度過大傾向と日本や熱帯
付近での雲頂高度予測の負バイアスは残っているため、
今後も継続して改良に取り 組む必要がある。
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図 4.3.19 2016年 9月 2日 06UTCの TSAS1。 日本周辺を拡大し 、 青枠と赤枠を加筆。

図 4.3.20 2016年 9月 2日 00UTC初期値の FT=6 における GSM積乱雲頂高度予測。 左図が改良前の予測 (CNTL) 、 右図
が改良後の予測 (TEST) 。 青枠と赤枠は図 4.3.19 と同じ領域を示す。
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